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序文

「将来起こりうる最悪の事態を避けるために、今すぐ行動
を起こそう」。長年、気候変動に対してこのような警告が繰
り返されてきました。もはやこのようなメッセージだけでは
不十分です。人々の暮らしと地球を守ることは急務となって
います。

気候変動はもはや遠い未来の脅威ではありません。特に開
発途上国の弱い立場にある人々の暮らしや生命に影響を
及ぼしています。地球の平均気温は産業革命以前に比べて
1.1度上昇し、異常な気候や気象に伴う災害は1990年代に
比べて約35%増加しています。その結果、人命の損失、イ
ンフラの損壊、サプライチェーンの混乱、経済的損失を引
き起こし、世界中の人々に甚大な被害を及ぼしています。

温室効果ガスの排出量を削減し、気温上昇に歯止めをか
ける取り組み（緩和策）を続ける一方で、気候変動がもた
らす目の前の現実に適応していくこと（適応策）にも本腰
を入れる必要があります。国連事務総長を務めるアントニ
オ・グテーレス氏が「気候変動に対する適応と緩和は、同
等の力と緊急性をもって追求しなければならない」とコメ
ントした通りです。

気候変動への適応に効率的に取り組むには、複数のステー
クホルダーの協力が必要であり、企業は重要な役割を果た
します。世界が直面している深刻な危険に適応するには、
もっと多くの企業が立ち上がり、政府、国際機関、地域社会
と協力しながら、取り組みを進める必要があります。それは
社会や地球にとってメリットがあるだけではありません。企
業にも利益をもたらします。

世界経済フォーラムはPwCと協力し、この課題への取り組
みを支援するべく、企業、政府、国際機関、市民社会などの
ステークホルダーを集めたコミュニティを設立しました。そ
して企業が気候変動への適応策を考案するためのアクショ
ン（行動）の枠組みを策定しました。私たちは、緩和策の分
野における企業のレスポンスと同様、適応策に関する企業
のムーブメントを作りたいと考えています。

国連気候変動枠組条約第27回締約国会議（COP27）にお
いて「シャルム・エル・シェイク適応アジェンダ」が発表さ
れたのは喜ばしいことです。この史上初の包括的なグロー
バルアクションプランは、2030年までにレジリエントな世
界を実現するための30の適応目標を掲げ、各国政府と非
国家主体を結集するものです。私たちが策定した枠組み
が、世界中の政府や組織がアジェンダを実施する際のサ
ポートとなることを願っています。

本稿では、適応策のためのビジネスケースを設定し、枠組
みと推奨されるアクションを提示します。また、これらのア
クションを実践する先進的な企業や組織の事例も数多く紹
介します。こうした枠組みと事例を提示することで、さまざ
まな組織が今すぐ行動を起こすきっかけになることを願っ
ています。地球の未来はそこにかかっているのです。

ボブ・モリッツ氏
PwCグローバル会長

ギム・フエイ・ネオ
世界経済フォーラム取締役
「自然と気候」部門長

気候変動対策に向けた
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エグゼクティブサマリー

エジプトのシャルム・エル・シェイクで開催された国連気
候変動枠組条約第27回締約国会議（COP27）では、気候
変動の緩和策とともに、適応策が世界の優先課題として取
り上げられました。これまで政府が適応策を主導し、国際
機関や非政府組織も重要な役割を担ってきました。

気候の影響が及ぼす物理的なリスクと機会に対する理解
不足を含め、さまざまな理由から、企業の関与は限定的で
した。しかし、適応策アジェンダを前進させるには、企業の
関与が必要不可欠です。気候変動の影響が加速度的に進
行している現在、環境問題に適応することが企業にとって
不可欠な要素になっています。適応策に関わるビジネス
ケースは次の3つです。

1.  気候変動は企業の業績にも影響を及ぼしています。実
質的にマイナスの影響を及ぼす短期的なリスクな無視
できないほど大きくなっています。大手企業100社のサ
ンプルによると、物理的な気候リスクが財務に及ぼした
損失額は、年間売上高の約10%、市場価値の4%に相
当すると報告されています。ここで述べる「適応策」と
は、全ての企業が行うべき事業継続のための常識的な
投資を意味します。しかし、多くの企業はそれができな
いのが実状です。

2.  気候変動では、特に効果的な対策につながる製品や
サービスが企業に求められるため、多くの産業にとって
大きなビジネスチャンスになるでしょう。今、ビジネス
と社会に新しい価値を同時に創造するために行動する
企業は、新たな気候変動経済における勝者となるはず
です。

3.  政府、地域、都市が気候変動に適応する方法によって、
企業が事業を展開する世界が形成されます。企業は将
来の環境整備に対する発言権を持てるだけでなく、政
府の対応を強化することで、自らの将来の位置付けを
向上させることができるのです。

ここで挙げるビジネスケースの3つの要素は、あらゆる企業
が取るべきアクションを示唆しています。

–  レジリエンス（強靭性）を強化する：気候変動のリスク
が事業に及ぼす影響を評価し、適応し、レジリエンス向
上に向けて行動する。バリューチェーンのパートナーが
同様に行動するのを支援し、協力する。

–  機会を活かす：気候変動危機への対応に必要な製品、
サービス、ビジネスモデルを開発し、企業の成長を促
す。気候変動への緩和策と適応策のコベネフィット（共
便益）を考慮する。

–  連携の成果を形にする：適応策におけるアクションを促
進するマルチステークホルダーの取り組みに参加する。
地域社会と連携し、拡張性のある地域主導型の適応策
を構築する。

本白書は、あらゆる業界のビジネスリーダーがアクションを
遂行する上で役立つ情報と事例を提供します。また、適応策
と緩和策を１つの気候変動対策として統合する、適応の考
慮事項を制度やプロセスの主流とする、気候変動リスクに
関して透明性を持った情報開示を行うなど、具体的な実現
手段を概説しています。

これは始まりにすぎません。世界が必要としているのは適
応策に対する企業のムーブメントです。世界経済フォーラム
は、相互にこうした変化を促すリーダーのコミュニティを招
集するとともに、ステークホルダーを引き込み、企業が主導
する気候変動への適応に関するポジティブなストーリーを
共有していきます。
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気候変動の適応策をめぐる
現在の状況

1

これまで、企業は主に二酸化炭素排出量の削減（緩和）に
重点を置いた気候変動対策を実施してきました。パリ協定
が発効して以来、世界中の1,900社を超える企業が科学的
根拠に基づいた野心的な排出量削減目標に取り組んでい
ます1。また、目標をアクションに移すため、企業だけでなく、
バリューチェーン全体でさまざまな戦略を採用しています。

これはポジティブなことであり、パリ協定の目標に近づくた
めには継続すべきことですが、地球が現在直面している、
そして将来直面するであろう影響を緩和策だけで軽減する
ことはできません。地球の気温は1.1℃以上上昇しており、
この影響はすでに生じています。

気候変動の影響はさらに深刻化しており、今後はさらに大
きな被害をもたらすものと思われます。二酸化炭素排出量
削減に向けて野心的に取り組んだとしても、世界の平均気
温は今世紀末までに（産業革命前から）2、2.4～2.6℃上
昇する恐れがあると言われています。その影響を誰もがあ
る程度実感しており、特に世界中の脆弱なコミュニティが
被害を受けるのではないかと考えられています。

今ここで世界が適応しなければ、人類の能力を結集しても
超えられないコストが発生し、さらに多くの損失と被害を
生むことになります。すでにある程度のレベルの温暖化か
ら抜け出せない状況において、気候変動への適応とレジリ
エンスの強化に向けて、世界的な取り組みを加速させるこ
とが急務です。つまり、緩和策と同じように、適応策にも力
を入れる必要があるということです。

長い間、私たちは「このままの方法で問題は解決できる。
だから、適応策に重点を置く必要はない」という判断に騙されてきました。
また、適応策に力を入れるなら、失敗を認めることになるような気がしたのです。
しかし、そうではないのです。
アンドリュー・スティア氏（ベゾス・アース・ファンド社長兼最高経営責任者）

天候、気候、水害に
関連する災害は、
過去50年間の平均で
ほぼ毎日発生し、

毎日115人が死亡し、

が発生しています 3。

世界的な気候変動対策のアジェンダになりつつある適応策

適応策は、これまでも世界的な気候変動対策アジェンダの
一部でしたが、大きく注目されることはありませんでした。
現在の適応策の取り組みでは、気候に関する緊急事態に
対処するには不十分です。イニシアチブは、地域や国の気
候変動による長期的な影響への対処ではなく、現在の影
響や短期的なリスクに重点を置いた、段階的かつ各セク
ターに特化したものが中心です。現在、開発途上国も先進
国も、政策や規制の枠組みの整備を始めています。しか
し、適応策の優先順位付けが不十分であり、潤沢な資金が
不足しているため、適応策アジェンダの実施や規模が制限
されています。国連環境計画（UNEP）の「適応ギャップ
報告書2022」では、開発途上国における気候変動への適

応策資金フローは、必要な推定額の5分の1から10分の1に
とどまっていると試算しています。適応策に必要な資金は、
2030年までに1,600億～3,400億米ドル、2050年までに
3,150億～5,650億米ドルに上昇すると予測されています 6。

幸いなことに、適応策は重要性を増しており、この数年、世
界の気候変動に関するアジェンダとして取り上げられること
が増えています。2021年に開催された国連気候変動枠組
条約第26回締約国会議（COP26）は、2016年のパリ協定
で定められた「適応に関する世界全体の目標（GGA）」に
関する進展に加え、各国が2025年までに適応策への資金
を2019年の水準から倍増させることを目指すグラスゴー気

2億200万米ドルの
損害

気候変動の影響で、
世界の経済生産高は

気温上昇によって
暑すぎて働けない、
または作業ペースが

落ちるといった理由により、

2050年までに
11～18%

8,000万人分の
フルタイムの仕事

減少する可能性が
あります 4。

に相当する労働時間が
2030年までに失われる
と見られています 5。
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候合意を採択するなど、大きな節目となる会議でした。

2022年11月に開催されたCOP27において、議長国エジプ
トが「シャルム・エル・シェイク適応アジェンダ」を発表しま
した。これは、2030年までにレジリエントな世界を目指し
て30項目の適応目標を掲げ、各国政府と非国家主体を結
集した史上初の包括的なグローバルアクションプランで
す。このアジェンダには、世界の巨大企業2,000社に実行
可能な適応計画を策定させるという目標が含まれていま
す。各国は対策を強化しており、例えば、COP 27において
米国は気候変動適応策向けの資金を倍増することを約束
しました。国連が支援するレジリエンスへのレース（Race 

to Resilience）、適 応 行 動 連 合（Adaptation Action 

Coalition）、マラケシュパートナーシップ（Marrakesh 

Partnership）、気候変動適応グローバル委員会（Global 

Commission on Adaptation）、グローバル・レジリエンス・
パートナーシップ（Global Resilience Partnership）など
のマルチステークホルダーイニシアチブが、適応策の取り
組みを結集させています。

これらのイニシアチブはポジティブなものですが、迅速に
多くのアクションを行う必要があり、企業はここで重要な役
割を果たすことが可能です。

気候変動への適応において企業が果たす重要な役割

イノベーションと変化をもたらすダイナミックな能力を備
えた企業は、世界的な気候変動への適応策を推進する上
で重要な役割を担っています。現在、段階的に展開してい
る対策の規模を拡張させることができるからです。また、新
たな視点で問題を見つめ、人材を適用してこれまでとは違
う方法でイノベーションを起こすことができるのも、企業の
強みです。

一部の企業は、適応策の必要性に本格的に目を向け、力を
入れ始めています。こうした動きを促す要因として、まず、
気候変動による急性または慢性的な影響が収益やコスト
に直接影響すること、次に、リスク分析や情報開示によって
気候変動リスクの可視化と理解が広まっていることが挙げ
られます。情報開示のプロセスを通じて、多くの企業が気
候変動シナリオ分析を利用し、自社におけるリスクを学ん
でいます。今後、さまざまな国や地域で施行が予定されて
いる規制により、情報開示が求められる企業が大幅に増え
るため、こうした傾向はますます加速すると思われます。

カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト（CDP）が
2021年に実施した気候変動に関するアンケート調査
（16業種の主要100社が対象）の分析の結果7：

アンケートの対象となった全ての企業が「気候変動と事
業への影響を評価し、対応するための制度やプロセス
を導入している」と回答していますが、全ての企業が同
じようにリスクや機会（ビジネスチャンス）を特定してい
るわけではありません。

–  物理的な気候変動の影響を特定しているのは87社
であるのに対し、物理的な気候変動の影響による規
制や顧客の認識の変化などの「移行」の影響を認識
している企業は7社にとどまりました。

–  適応に関連する機会を特定していると回答したの
は、わずか31社であるのに対し、脱炭素に関連する
機会を特定しているとしたのは70社に上りました。

こうした適応策を重視する傾向は高まりつつあるものの、ビ
ジネス界全体に十分浸透しているとは言えません。その規
模も大きくはありません。これまで、ビジネス界で適応策が
本格的に普及するのを妨げる課題は数多くありました。

–  適応策には、結集点として機能する統一された目標や
指令がない。

–  ほとんどの企業が気候変動のリスクと機会を体系的に
評価していない。

–  企業が問題点を評価し、行動するために必要な情報や
リソースを持っていないケースが多い 8。

–  企業の多くは、適応策を事業における不可欠な要素で
はなく、企業の社会的責任として認識している 9。

–  投資に対して収益が得られない、あるいは投資収益率
が低いと認識されている場合もある 10。

こうした状況を踏まえ、適応策における企業の役割につい
ては、具体的な説明が必要です。企業は何をするべきか、
適切なタイミングで適応に向けたアクションを起こすこと
で、どのようなメリットがあるのか、適応策に対する企業の
ムーブメントは、適応策の取り組みにどのような影響をも
たらすのか、また、どのようにムーブメントを促すことがで
きるのか、本稿は、こうした議論の始動を試みるものです。

気候変動対策に向けたビジネスアクションの推進6



気候変動への適応策に関する
ビジネスアクションの事例

2

気候変動は、事業運営、バリューチェーン、市場に大きな混
乱をもたらす恐れがあります。しかし、気候変動を単なるリ
スクとして対処すると、全体像を見失ってしまいます。気候
変動の影響とそれに対する戦略は、イノベーション、成長、
効率性、持続可能性の推進という機会を生み出します。需
要パターンの変化、新しいタイプの資産開発、変化する規
制環境は、過去10年間のデジタル化と同様、あらゆる分野
の企業のサービスやアクションの見直しを促すでしょう。

企業が相互に連動するシステムの一部であり、その成長と
発展には社会の繁栄が必要であることを考慮すると、リス
クと機会だけにとどまらず、レジリエントなエコシステムと

コミュニティの構築に企業は貢献する必要があります。さ
らに、政府は適応策の予算増という負荷がかかる中、企業
が適応策の推進に介入する必要があります。そこでは官民
協働の機会があり、企業と社会の両方に変革をもたらす可
能性があります。

図1は、適応策のためのビジネスケースをまとめたもので
す。以下で、それぞれの要因について詳しく説明します。

企業が適応策を重視すべき理由図 1：

 

   

気候変動に対する適応策と
レジリエンスを構築することで、
企業は事業とバリューチェーン
へのリスクを軽減し、
気候変動の影響による
経済的損失を回避することが
できます。

気候変動は、地域に関係なく、
企業とそのバリューチェーンに
影響を及ぼし、ひいては財務
業績を左右します。

気候変動に対する適応策は、
企業の成長、イノベーション、
効率性、持続可能性の機会を
もたらします。

気候変動は連鎖的な影響を伴う
体系的な課題であり、
世界的な適応策への取り組みを
成功させるには、
マルチステークホルダーの協力が
不可欠です。

企業は適応策に投資することで、ビジネスを保護しつつ、体系的な対応を支援し、促進します。

企業は、気候変動への
適応策に投資することで
機会を活かし、
増収やコスト削減することが
できます。

企業は、政府や公共セクターの
取り組みにおいて
補完的な役割を果たすことで、
コミュニティやエコシステムの
保護に貢献し、
相互に有益な成果を
得ることができます。
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企業の気候変動リスクは、あらゆるところに存在し、複雑でコストがかさむ

気候変動の影響は、バリューチェーンやその先など、あら
ゆるところに及びます。時には、こうした影響は直接的であ
り、事業を混乱させることがあります。例えば、ある国際的
な大手金融機関は、2021年度に発生した複数の異常気象
の影響を受け、米国とアジアの業務を中断せざるを得ず、
財務センターが損失を被ったと報告しています 11。

また、バリューチェーンの上流・下流のパートナーとのビジ
ネスに関するやりとりから間接的な影響が出ることも考え
られます。また、労働力、原材料、天然資源の供給元である
地域社会を介して、間接的な影響が出る場合もあります。
食品・飲料メーカーの報告によると、熱波の影響による農
作物の収穫量減や品質低下が、原材料の供給不足、ひい

ては生産能力低下などをもたらす可能性があるとのことで
す。電力会社の場合は、異常気象が原因の送配電網の損
傷による事業損失を計上しています。世界的なトラベル
カードサービスプロバイダーは、気候災害の影響で旅行者
数が減少し、収入減の恐れがあると報告しています。

図2は、企業やその上流・下流のバリューチェーンに及ぼ
す気候変動の影響を示しています。

気候変動が企業に及ぼす影響図 2：

また、気候変動の影響は複雑で、以下のような要因により、
さまざまな形で表れます。

–  場所 – 最新のデータでは、気候変動や異常気象は、大
部分の陸地で発生しており、今後も続くと予想されてい
ます 12。しかし、企業に及ぶ被害は場所によって異なり
ます。例えば、米国に拠点を持つ多国籍投資銀行は、同
社の不動産拠点が海抜ゼロメートル付近の地帯にある
ため、海面上昇の影響を受けるだろうと語っています。

一方、南アジアに拠点を置く大手電機メーカーは、頻発す
る台風やサイクロンの被害を受けており、資産の損傷や
サービスの混乱、労働者の生産性低下につながる可能性
があるとしています。

–  事業の内容 – 金融機関は、金融資産のエクスポー
ジャーを通じて影響を受ける一方で、サービスセクター
の企業は、労働力に影響を受けます。ある大手保険会
社は、気候災害が物価、払い戻し、引受戦略に影響を及

気候変動による影響 気候変動に対してレジリエントな経済への移行による影響

エコシステム
サービスの減損 原材料の不足 規制の圧力と

訴訟リスク
政策立案者／
規制当局

投資家

エコシステム
（生態系）

コミュニティ

資本コストの
上昇

テクノロジーの
変化

評判の低下

直接的影響
間接的影響

バリューチェーン
につながる
サプライヤーと
コミュニティ

企業
（インフラ、

  従業員）

投入物価変動

市場の混乱

市場、
販売店、
小売業者

インフラへの
損害

サービスの
混乱

生産性の低下

社会・経済の
脆弱性

慢性的な事象

急性的な事象

気候変動

製品・サービス
に対する
需要の低下
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ぼし、負担する補償額が増加すると報告しています。大
規模な人員を擁するIT系企業によると、異常気象は欠
勤率増加、労働時間の削減、健康被害などに至る可能
性があり、企業経営に不可欠な労働力への影響は、収
益の甚大な被害につながるということです。

–  天然資源への依存度 – 世界的な飲料メーカーは、水ス
トレスや農作物の収穫量減少により、世界レベルで生
産量に影響が及ぶとしています。同様に、世界的な鉱
業・金属企業は、気候変動が水資源に与える影響によ
り、事業が危機にさらされる可能性があるとしています。

–  気候変動による危機にさらされるインフラ、サプライ
チェーン、ネットワーク、サービスの重要性 – 世界中に
12,000以上のサプライヤーを持つ航空宇宙企業は、
2020年は山火事、竜巻、熱波によってサプライチェーン
が混乱したと報告しています。ある製薬会社は、設備に
十分な防災対策を施していたにもかかわらず、2017年
に発生したハリケーンが公共インフラに甚大な被害を
及ぼし、業務に支障が出たと報告しています。

さらに、事業の規模、人材、スキル、リソースへのアクセス、
過去の気候変動や自然災害の対応経験の有無によって、
影響を受ける度合いは異なります。中小企業（SME）の場
合、信頼できるリスク評価や管理システムを持たないケー
スが多く、多国籍企業と比較すると脆弱です。また、気候リ
スクの評価や適応策の実施に必要な投資は、データ量の
多いテクノロジー主導型なので、現在、さらに未来の気候
変動の影響を特定し、行動するのは困難です。

こうした影響の下、セクターや地域を問わず、企業はさまざ
まなリスクに直面しています。気候変動リスクは、以下のよ
うに分類されます：

–  物理的リスク：異常気象や気候パターンの長期的な変
化に起因し、インフラに損害を与え、サービスを停止さ
せるもの。

–  移行リスク：政策や規制環境の変化、技術の改善や革
新、消費者の嗜好、それに伴う製品・サービスの需給に
起因するもの。例えば、沿岸域管理規制の対象範囲が
広がり、沿岸域における経済活動が制限される（規制リ
スク）、気候変動に強い建材への移行が求められる（技
術リスク）などが移行リスクの例として挙げられます。

気候変動リスクは、直接的・間接的なコストや資本支出を
増加させ、業績に重大な影響を与える可能性があります。
気候変動の影響による需要や生産能力の低下は、企業の
収益減につながります。また、資産価値や耐用年数の低下、
資本へのアクセスの低下、信用リスクの増大、資本・保険
コストの上昇などの問題に直面する恐れもあります。

リスク軽減のための適応策を実施することで、企業は今後
の経済的損失を回避し、金銭的（財務）収益への影響を軽
減することができます。適切に対応するなら、これらのアク
ションは、企業にとって最も費用対効果の高い投資になる
可能性があります13。2018年、気候変動適応グローバル委
員会は、適応策に1米ドル投資するごとに、2～10米ドルの
経済的利益をもたらすと推定しています14。

調査対象の100社が報告した物理的リスクと移行リスク15コラム 1

70社が急性的な物理リスクを指摘する一方で、51社が慢性的な物理リスクを指摘。

物理的リスクによる財務への影響は、総額で6,640億米ドルから7,720億米ドルに上ると報告。

報告された財務への影響は、調査対象となった企業の年間売上高の約10%、市場価値の約4%に相当。

こうしたリスク管理に要するコストは360億米ドルに上る。

移行リスクを特定した7社のうち、影響を数値化したのは2社のみ。

移行リスクの原因としては、顧客プロファイルの変化、製品・サービスの需要の変化、法的義務、評判の低下など。
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気候変動に対する適応策が、効率性、成長、イノベーション、
持続可能性への道を開く

適応策は、事業拡大、効率性の改善、未来を見据えたイノ
ベーション、長期的な持続可能性向上の機会を企業に提供
します。これらの機会を以下の2つのタイプに分類できま

す。1）収益を創出する適応策、2）コストを削減し、事業の
持続可能性に貢献するエコシステムの管理手法（図3）

企業における適応の機会図 3

収益創出 コスト削減と持続可能性

適応策 エコシステムの管理手法

気候変動リスク関連の
意思決定の支援、対策の強化

事業効率と持続可能性に
貢献する資源の効率利用

セクターの脆弱性および
地理的な脆弱性の軽減

ネットゼロ目標に貢献する、
緩和策のコベネフィット
（共便益）を考慮しつつ、
自然を基盤とした
解決策を追求

適応策：農村部、都市部、沿岸部において、気候変
動の影響から企業、コミュニティ、エコシステムを守

るには、官民連携の大規模な適応策が必要です。そのため
には、水、農業、農作物生産、漁業・水産養殖、林業、生物
多様性、医療（衛生）、インフラなどの各セクターが協力し、
適応策に投資することが不可欠です。また、適応策と緩和
策を統合した気候変動に強い開発モデルへの移行も必須
でしょう。このような適応の取り組みは、製品やサービスに
対する需要を生み出し、新たな市場を開拓します。その結
果企業は、エコシステムやコミュニティのレジリエンス向上
に貢献しながら、収益増と効率性の向上を達成することが
できます。

適応策は次のように分類されます：

–  気候リスクに関する意思決定を支援するもの、および／
または、あらゆるセクターにおいて政府、企業、コミュニ
ティの気候災害防止対策を強化するもの。

–  気候変動に対して高リスクのセクターやコミュニティの
リスクや脆弱性を軽減するもの。

1
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気候リスクに関連した意思決定を支援する、あるいは準備体制を強化
する対策例

–  今後の気候変動とその影響をモデル化するために必要な気候／
気象データサービス

–  気候／気象データの生成や加工を支援するソフトウェアとハード
ウェア

–  気候データのモデリング、気候変動リスク、脆弱性、適応策の有効
性を評価するためのデジタルツール

–  コミュニティが異常気象に備えるための早期警報システム（EWS）

–  気候変動リスクを相殺し、地域、企業、国を問わずレジリエンスを
高める気候変動リスク保険商品

セクターや地域の脆弱性を軽減する対策例

–  水 – 節水構造、スマートメータリング

–  農業 – 新品種開発、品種改良、害虫駆除、肥料管理

–  インフラ整備 – 沿岸域保護、洪水管理対策、断熱システム、クー
ルルーフ

–  エネルギー – バッテリーストレージ、エネルギーインフラストラク
チャソリューションのアップグレード

–  災害 – 災害復旧・復興、危機管理サービスと関連製品

–  林業と生物多様性 – ドローン、非木材林産物

気候変動対策に向けたビジネスアクションの推進 11



一部の大手企業は革新的な適応策で市場に参入していま
すが、脱炭素の取り組みに力を入れている企業がほとんど
で、適応策に目を向けている企業はごく少数です。この機
会の規模を示す明確なイメージはまだありませんが、適応
策への支出額が増え、国際的な企業が適応策をサポートす
る資金を増やすなど、今後数年間で適応策に対する需要が
加速する可能性があることを裏付けています。

エコシステムの管理手法：企業は、事業やバリュー
チェーン全体でエコシステム（生態系）管理（天然

資源や生態系サービスを保全・回復する施策）を実践する
ことで、コスト削減を実現することができます。こうしたアク
ションは、財務収支にプラスに働くだけでなく、持続可能性
とネットゼロへの移行にも貢献します。アクションの例：

資源の効率利用と節減対策：原材料（水、農産物、エネル
ギーなど）の効率的で持続可能な抽出、使用、廃棄は、企
業が効率化を推進し、コストを削減するのに役立つ適応戦
略です。同様に、雨水貯留や森林保全などの対策を通じた
天然資源の保全も、適応やコスト削減につながります。

例
–  上流のバリューチェーンの節水対策や事業所内の水の
効率利用により、水ストレスのある時期でも需要を減ら
し、安定した水の供給を確保することができます。

–  エネルギー事業者による送電網の近代化は、異常気象
時の停電後の復旧時間を短縮し、送電網の効率的な利
用を促します。

自然を基盤とした解決策（NbS）：適応に向けたグレーイ
ンフラストラクチャ16の補完または代替となる方法です。ま
た、二酸化炭素の吸収を行い、事業のネットゼロ目標の達
成に貢献します。例えば、森林再生は洪水を防ぐだけでな
く、二酸化炭素を吸収（除去）する効果があります。さらに
企業は、さまざまな炭素市場機構でカーボンクレジットを
販売することで、NbSプロジェクトをマネタイズ（収益化）
できる可能性があります。

例
–  アグリビジネスや原材料を農業に依存している企業の
場合、リジェネラティブ（再生可能）農業を導入する。

–  植林と再植林は、土壌水分の保全や地下水位の回復に
大きな効果がある。

–  海面上昇やサイクロンの影響を受けやすい地域で事業
を展開する企業は、マングローブ林の保全活動に取り
組む。

–  都市部の洪水が起こりやすい地域にある企業は、湿地
の再生に取り組む。

100社のうち27社が適応に関連する機会を特定。

各企業の報告：
–  生産能力の拡大、製品とサービスに対する需要増加、新しい市場へのアクセス、気候変動によるプラスの効果などによる
実際の／潜在的な収益増

–  資源の効率利用、プロセス強化、持続可能な調達によるコスト削減の可能性

機会を特定した企業の74%が、適応策により、1,860億米ドルから1,880億米ドルの収益増を実現したと報告。

報告された収益の約96%は、気候変動リスク関連の意思決定を支援し、気候災害防止を強化する対策から発生。

調査対象の100社が報告した適応策に関連する機会17コラム 2

こうした事業機会は、70億米ドルのコストで実現。

報告された適応策には、デジタル農業ソリューション、レジリエントな通信ネットワークインフラ、暖房、換気、空調
（HVAC）システム、保険商品など。

30%の企業が、自社の事業やバリューチェーンにおいて資源の効率利用や保全対策を実施した結果、 
750億米ドル近いコスト削減を実現できたと報告。

2
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効果的な適応策には、マルチステークホルダーによる取り組みが必要

企業は、商品の生産やサービスの提供に必要な資材（イン
プット）の全てをエコシステム（生態系）、地域社会、インフ
ラ、公益事業に依存しています。気候変動に関する政府間
パネル（IPCC）の最新の評価報告（AR6）では、こうした
資材（インプット）は全て、気候変動による広範囲で深刻な
マイナスの影響に直面しているとしています。気候変動は
連鎖的な影響を伴う体系的な課題であるため、リスク管理
に全面的に取り組んでいる、あるいは機会を活用している
企業であっても、まったく影響を受けないわけではありま
せん。

各国政府は現在、これらの課題に対応するための政策立
案、適応プロジェクトの開発、資源配分に懸命に取り組ん
でいます。企業は、こうした取り組みが事業やサプライ
チェーンの重要な側面に及ぼす影響を考慮し、議論の席
につく必要があります。

また、政府や組織が単独で適応策に取り組む場合、費用が
かかりすぎることを認識することも重要です。リスクが深刻
化すればするほど、リソースの制約が厳しくなります。適応
策の取り組みを妨げ、社会が機能するのに必要な公共サー
ビスを提供する政府の能力を低下させることになります。
例えば、レジリエントなインフラや公益事業（道路、電気、
水道）の構築は、従来、政府の責任と見なされていますが、
気候災害に直面した場合、インフラや公益事業を建設、維
持、修理、再建する能力やアジリティを政府は有していな
い可能性があります。

こうした状況を考慮すると、官民連携の必要性が高まって
おり、また、その機会も増えていることが分かります。企業
は、知識、専門技術、リソースを活用して、政府、公共セク
ター、適応策に携わるステークホルダーの取り組みを補完
しますが、経済的にもそれが強く求められています。気候
変動適応グローバル委員会（GCA）が述べるように、既存
のインフラの耐候性を高め、新しいインフラを構築するに
は、費用と利益を共有する官民連携のアプローチが必要で
す（利益が費用を4対1で上回ることが条件）18。

また、企業は、特定のインフラや交通網と経済活動の関係
など、専門的な知識を提供することで、マルチステークホ
ルダーの取り組みに参加することができます。企業は、販
売代理店として、雇用主として、あるいはコミュニティ開発
プログラムのスポンサーや実施者として、世界のあらゆる
地域に存在しています。また、専門的な能力とパートナー
シップを取り入れることで、迅速なイノベーションや成功し
た介入の規模を拡大することができます。政府やその他の
ステークホルダーと連携することで、企業は全ての人のた
めに成果を高めることができ、さらに企業の継続性と将来
の成功を確保しながら、人々の暮らしや生命を守ります。
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気候変動への適応に関する
アクションの枠組み

3

ビジネスアクションが急務であることは明白です。では、企
業はどのように対応すればよいのでしょうか。本稿では、企
業が気候変動への適応策を策定する際に利用できる枠組
みを紹介します（図4）。

各企業は、自社の状況に該当する柱とコアアクションを評
価し、最も関連性が高く、影響力のある項目に重点を置き
ます。企業は、これを実施するのに望ましいビジネス環境を
整備するために有効なアクションを追求します。そのため
には、適応策向けのアクションに不可欠な知識やインサイ
トを有するステークホルダーと連携する必要があります。

適応策におけるビジネスアクションの枠組み図 4

ビジネスケース 経済的損失を回避 収益増、コスト削減、
持続可能性の向上

地域社会とエコシステム
（生態系）を保護

柱

レジリエンス（強靭性）を強化

気候変動のリスクが事業に及ぼす影響を
評価し、適応し、レジリエンス向上に向け
て行動する

企業、コミュニティ、エコシステム（生態系）
の適応とレジリエンス構築を支援する製
品、サービス、ビジネスモデルを活用する

気候変動の適応策におけるアクションを
促進するマルチステークホルダーの取り
組みに参加する

バリューチェーンにつながるサプライヤー
やコミュニティと連携し、ビジネスのレジ
リエンスを高める

気候変動への適応とネットゼロ変革を統合した気候戦略を確立する

気候変動リスクの考慮事項を企業の意思決定の中心に取り入れる

気候問題に関して、包括的で透明性のある情報開示を行う

効率性、持続可能性、気候変動の緩和策
にメリットをもたらす適応策の機会を追
求する

コミュニティとエコシステム（生態系）の
レジリエンスを構築するための改革プロ
ジェクトを実施する

機会の活用 連携の成果の具現化

コアアクション

実現へのアクション
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レジリエンスの強化柱 1

リスク情報に基づいたビジネスレジリエンス戦略の策定
世界的な食品・飲料メーカーであるネスレは、事業所、プロジェクト、サ
プライヤーの各レベルで気候変動リスクアセスメントを実施しました。
気候変動を重要なリスクと認識した同社は、これらの評価をもとに、気
候変動リスクと機会に関する理解を深め、管理に力を入れました。また、
気候変動の影響を長い時間軸で深く理解するため、気候変動シナリオ
分析も行いました。さらに、2025年から2040年までの物理的な気候変
動リスクのシミュレーションを実施しました。2040年までに気温上昇が
「1.5℃」の目標を超えた場合を想定し、施設の損傷に起因する事業への
直接的な影響の他、資材の供給ショックによる生産性の課題などを分析
しました。

ネスレは、気候変動リスク評価とシナリオ分析に基づき、気候変動によ
る事業への物理的リスクを軽減するための取り組みをまとめた包括的
な気候戦略を策定しました。また、施設のリスク管理の手段として、事業
所別の損傷防止対策、事業継続対策、節水対策などを策定しました。バ
リューチェーンにおけるリジェネラティブ（再生可能）農業の推進など、
持続可能な調達の推進を図りました。この気候戦略は、リスク管理や役
員報酬など、ネスレの既存のシステムやプロセスに組み込まれていま
す。この戦略の下で特定された適応策は、同社が事業を展開する全ての
地域と市場において実施されています。

気候変動のリスクが
事業に及ぼす影響を
評価、適応し、
レジリエンスの向上に
向けて行動

現在および今後の気候変動の影響に適応し、レジリエンスを構築することにより、リスクを軽減する

計測（評価）
– シナリオ分析を含め、事業の気候変動リスクアセスメントを実施する
– 気候変動リスク評価に基づいて、適応策とレジリエンス対策を特定する
– 施策の実施、進捗状況のモニタリング、効果の評価を行う
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農家の気候変動への適応策を支援することで、ビジネスのレジリエンスを
強化する
農業機械製造のマヒンドラ＆マヒンドラ社は、Krish-eと呼ばれるイニ
シアチブを通じて、農家向け無料相談を行う他、デジタルツールや精密
農業ソリューションを提供しています。これらのソリューションは、物理
的なセンターまたは8つの現地の言語で利用できる、使いやすいデジタ
ルアプリを通じて提供されます。同社は、トラクターなどの農機の購買力
は、作物の収穫量に左右されるため、農家の収入を保護する目的で
Krish-eに投資しています。

Krish-eソリューションは、気候変動による農業生産性へのマイナスの影
響を防ぐことを念頭に置いて設計されています。例えば、Krish-eは、作
付計画、選種、肥料管理、灌漑計画、病気や害虫防止対策、雑草防除な

どに関する個別のサポートを実施し、持続可能な農法への移行を支援し
ます。これにより、生産性を向上させ、ひいては気候変動に対する農家
の脆弱性を低減させることが可能です。異常気象警報、季節の到来、病
害虫発生予報などの情報は、農家が作物の被害や損害を避けるための
作付計画を立てるのに役立ちます。

現在、Krish-eは、50万軒以上の農家との連携を積極的に進めています。
農家と共同で約25,000エーカーのデモ圃場を開発し、国内に100か所
以上の物理センターを設立しました。今後は、このプログラムをインド
全土に拡大し、アウトリーチを大きく広げる予定です。

バリューチェーンにつながる
サプライヤーおよび
コミュニティとの連携により
ビジネスのレジリエンスを強化

バリューチェーンにつながる大規模なシステムを巻き込み、事業の継続性を確保する

計測（評価）
– バリューチェーンの気候変動リスクアセスメントを実施し、ホットスポット（頻発地域）を特定する
– 地域やエコシステム（生態系）レベルの気候変動リスクを評価し、適応策分野の優先順位を決める
– 技術スキル、管理スキル、資金面で、バリューチェーンのステークホルダーをサポートする
– コミュニティと提携し、重要な天然資源の持続可能性を確保する
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気候変動リスク情報に基づく意思決定のためのデジタルツインの開発
レジリエンス分析テクノロジー企業のOne Concern（ワン・コンサーン）
社は、米国と日本のデジタルツインを構築し、1兆か所以上のデータポ
イントで両国のインフラの詳細情報を取得しました。デジタルツインは、
資産、コミュニティ、金融資産の各レベルで、気候変動リスクと異常事象
の影響を把握するマルチハザードプラットフォームとして機能します。こ
のプラットフォームでは、複雑なネットワーク全体に及ぼす危険有害性
の波及効果を特定します。

ワン・コンサーン・プラットフォームは、気候変動が企業の資産やネット
ワークに与える影響の可視化と分析を支援します。また、企業のポート

フォリオに含まれる資産のレジリエンスを比較し、広範囲な外部の脆弱
性を考慮すると同時に、業界のベンチマークに照らして、各要素を計測
することができます。こうした高度なリスク分析を用いることで、企業は
情報に基づいてレジリエンスの構築に関する意思決定を行い、既存の
評価やリスクプロセスを修正し、気候や自然災害に対するレジリエンス
を組み込むことができます。これは、きめ細かい緩和策を通じた二酸化
炭素排出量の削減にもつながります。

このプラットフォームは、保険、銀行、商業不動産、インフラ業界のさま
ざまな顧客が自社の顧客を適応計画に引き込むのに役立ちました。

機会の活用柱 2

企業、コミュニティ、
エコシステム（生態系）の
気候変動に対する適応と
レジリエンス構築を支援する製品、
サービス、ビジネスモデルを活用

地域社会や企業のレジリエンスを高める製品、サービス、ビジネスモデルに対する需要の高まりに
対応します。

計測（評価）
– 既存または新規の製品やサービスがどのように適応策をサポートするのかを評価する
– 適応策の研究、開発、イノベーションに投資する
–  他社やステークホルダーと連携し、新しい適応策の開発、イノベーションの推進、対策の展開規模
の拡大を実現する
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Agoro Carbon Alliance（アゴロカーボンアライアンス）を通じた気候
変動に対応する農業の奨励
世界最大の肥料メーカー、ヤラ・インターナショナル社は、気候変動に
対応したアクションを通じて農家の収益獲得を支援するグローバルなビ
ジネスを確立しています。アゴロカーボンアライアンスでは、健全な土壌
環境を作り、異常気象に対するレジリエンスを高めるとともに、作物の収
穫量を増やし、生物多様性を保護し、水質を改善する環境保全型農業を
目指し、農家や酪農家に農業の専門知識を提供しています。さらに、こう
した農業へ移行することで、土壌の二酸化炭素吸収を推進します。

アゴロカーボンでは、農家が吸収した二酸化炭素を収益化し、農家の経
営に新たな収入源を加えるための支援を提供します。これは、世界的な
カーボンレジストリへのカーボンクレジットの登録により農家をサポー
トするもので、認証後にクレジットの買い手を確保し、カーボンクレジッ
トで農家を補償します。アゴロカーボンは、緩和策と適応策の両方のベ
ネフィット（便益）を実現する、自然を基盤とした高品質なカーボンクレ
ジットを求める企業に対して、カーボンクレジットを販売しています。

これまでアゴロカーボンが米国の農家や酪農家に対して行った補償は、
金額にして1,200万米ドル以上で、現在は新たな地域での事業拡大に取
り組んでいます。

適応に向けた新しい保険の設計
スイス・リー・グループは、保険ソリューションを提供することで、自然を
基盤にした適応策の拡大を支援しています。スイス・リーでは、保険商
品を適応策への投資に応用し、既存の保険ソリューションと革新的な保
険ソリューションの両方を活用するアプローチを採用しています。

保険会社によるNbS投資の補償例では、2019年、オランダで堤防補強
プロジェクトに対して発行された建設オールリスク保険（CAR）がありま
す。当時、プリンスヘンドリック砂堤は、海面上昇により決壊する危険性
がありました。堤防を再建し、浸食を防ぐため、500万立方メートルの砂
を入れ、マーラム草を植えることで、NbS介入を実行しました。この措置
によって、堤防のレジリエンスが向上しただけでなく、自然の生息環境
が充実しました。スイス・リーの契約内容は、NbS建築に関連するリスク
から浚渫工事会社やステークホルダーを保護し、建設の遅延や不具合
が生じた場合、保険金を支払うというものでした。

また、保険引受イニシアチブを通じて、メキシコのユカタン半島沖のサ
ンゴ礁を保護するパラメトリックな保険商品を開発しました。

ネイチャー・コンサーバンシーやメキシコの自治体と提携し、サンゴ礁を
維持する官民で構成された信託に支払いを行うソリューションを設計し
ました。迅速に資金を供給するため、事故後の被害状況ではなく、風速
測定をトリガーとして支払いを行うことにしています。このNbSは、世界
で初めてサンゴ礁を保護するための保険ソリューションとなりました。

効率性と持続可能性に
貢献する
対応策の機会を追求

効率性と持続可能性を強化する適応策を実施し、ネットゼロ移行にも貢献する適応の機会
を活用します。

計測（評価）
–  気候変動戦略を策定する過程で、天然資源保全、資源の効率利用、気候変動緩和策に関
連する適応介入策を優先する

– 炭素市場機構に基づいて、炭素を吸収する適応策プロジェクトの収益化を検討する
– 他の企業やコミュニティと協力して、これらの戦略を実施する
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海面上昇に備えるための防潮堤建設への協調融資
カリフォルニア州メンローパークに本社を置く多国籍テクノロジー企業、
Meta（メタ）は、気候変動の影響からコミュニティを守るためのマルチ
ステークホルダーアプローチに参加しました。「Strategy to Advance 

Flood Protection, Ecosystems, and Recreation along the San 

Francisco Bay（サンフランシスコ湾の洪水防御対策、生態系、保養地
を推進する戦略：SAFER Bay）」プログラムでは、増加する洪水や海面
上昇に対するレジリエンスを強化するため、グリーンおよびグレーイン
フラを構築します。

この取り組みは、メタ、メンローパーク市、パシフィック・ガス・アンド・
エレクトリック・カンパニーの3者によるパートナーシップです。メタは、

キャンパスや近隣地域の堤防建設に関連した費用を負担することを約
束しました。この資金は、SAFER Bayが連邦緊急事態管理庁（FEMA）
から助成限度額を受給する際に必要な「ローカル・マッチング・ファンド」
として計上されています。

このプロジェクトは、メタのキャンパスのレジリエンスを高めるだけでな
く、パシフィック・ガス・アンド・エレクトリック社の変電所や州道の一部
など、重要なインフラを保護するものです。また、サンフランシスコ湾の
海岸線の娯楽利用を増やし、野生動物保護区での生息地の回復作業を
行います。さらに、地域の恵まれないコミュニティを電力供給や交通機
関の断絶や混乱から保護する役割も果たしています。

気候変動の適応策における
アクションを促進する
マルチステークホルダーの
取り組みへの参加

独自の能力、リソース、規模を活用し、政府、ステークホルダー、コミュニティの包括的な
適応アクションを促進します。

計測（評価）
–  政策立案や計画策定プロセスへの参加を通じて、政府と連携して取り組む
–  国、地域、地方公共団体と連携し、適応策を実施する
–  業界関係者、地域社会や先住民のリーダー、学術機関、開発機関と協力し、適応に関する
アクションを推進する

–  インサイトと経験を提供し、グローバルな適応策を支援する

連携の成果を具現化柱 3
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適応に向けたスケーラブルなパートナーシップに基づくモデルの開発
世界的な専門サービス企業であるアラップ社は、メキシコの非営利団体
と協力し、気候変動によって深刻化する熱ストレスへの曝露から低所得
者層を保護する取り組みを行っています。アラップ社は、独自の技術的・
戦略的能力を活かし、手頃な価格で持続可能な受動冷却戦略を地域社
会に提供しました。同社は、Arup Community Engagement Global 

Challenge（アラップコミュニティ・エンゲージメント・グローバル・チャ
レンジ）を通じて、このプロジェクトに33万米ドルに相当する現物出資を
行いました。これは、Million Cool Roofs Challenge（ミリオン・クール
ルーフ・チャレンジ）による125,000米ドルの助成金を補うもので、非営
利団体の人件費、材料費、設備費を負担しました。

アラップ社は、受動冷却戦略の有効性を研究するための技術調査と実
地測定を行い、財政的に可能な方法で大規模なクールルーフの導入を
実現する資金戦略を特定するとともに、オンラインプラットフォームを通
じて住宅所有者にクールルーフの自作に関する情報を紹介しました。さ
らに、現地のパートナーと提携し、クールループの材料や工具の購入に
使用できるプリペイドカードを家族（世帯）に配布し、現地のパートナー
による情報提供やトレーニングのサポートが実施されました。

このプロジェクトの最大の目標は、地元の官民連携によるサポートネッ
トワークを構築し、その実施規模を拡大することでした。プロジェクトの
実施期間中、20社のパートナーが予備調査、政策評価、知識の普及に携
わりました。アラップ社は、個人や組織向けにクールルーフ導入を支援
するツールキットを開発しました。長期的には、このプロジェクトだけに

とどまらず、国の政策決定に影響を与え、アクションを促すことを目標と
しています。

気候変動対策資金を活用した適応アクションの推進
PwCインドは、企業の社会的責任の一環として、PwCインド財団
（PwCIF）を通じて、気候変動に対して脆弱なコミュニティのレジリエン
ス強化を支援するプロジェクトに出資しています。インドを拠点に活動
するNGO、Gorakhpur Environment Action Group（ゴーラクプル環
境アクショングループ：GEAG）がこのプロジェクトを実施しています。
この財政支援は、洪水耐性強化プラン、農場を基盤とする介入を通じた
気候変動に強い農法の推進、農家の能力開発を目的としています。この
他にも、政府の福祉制度の利用促進、セーフティネットの構築、早期気
象情報通信チャンネルの導入といった、複数のプロジェクトを策定して
います。

総人口40,000人以上を擁するビハール州の2つの村の農家を支援する
プロジェクトです。この2つの村の地域コミュニティは、社会的・経済的
に恵まれないグループに属し、農業を中心に生計を立てています。農地
の大部分は低地にあるため、洪水が頻発し、農作物に被害を及ぼし、住
民に社会的・経済的打撃を与えています。このプロジェクトを実施するこ
とで、地域社会は洪水の被害を免れ、農家は農作物の収量を増やし、充
実した社会保障の恩恵を受けることができます。

コミュニティと
エコシステム（生態系）の
レジリエンスを構築するための
改革プロジェクトの実施

バリューチェーンに直接属さないコミュニティやエコシステム（生態系）向けの
適応策プロジェクトを共同作成し、適応に関する世界目標達成を目指します。

計測（評価）
–  レジリエンスへのレース（Race to Resilience）など、適応策を中心とした 

イニシアチブに参加する
–  他社、公共セクター、非国家主体と協力し、適応プロジェクトの設計、投資を推進し、 
実施を目指す

–  既存のコミュニティプログラムに気候変動の視点を追加し、対象者の脆弱性に対処する
–  コミュニティや非政府組織など、適応に携わる人々への技術的・財政的支援を行う
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企業は、ビジネスのレジリエンスを高め、機会を活かし、体系的なアクションを起こすのに有利な環境を整備するため、
組織的なアクションを実行する必要があります。

気候変動に対する適応策と
ネットゼロ変革を統合した寄稿戦略を確立

レジリエンスの考慮事項を
企業の意志決定の中心へ導入

気候問題に関して、包括的で透明性のある情報開示の実施

適応策とネットゼロ変革を必要不可欠かつ、重要性において同等な気候変動戦略の要素と
して認識し、両者の相乗効果を高める全体的なアプローチを採用します。

主な施策
–  緩和策と適応策を統合した気候政策を策定する
–  方針と戦略を全てのステークホルダーに伝える
–  取締役会のモニタリングを含むガバナンスの仕組みを構築する

気候変動リスクをビジネスの意思決定に組み込み、適応戦略の立案と実施に重点を置いた
システムとプロセスを確立し、資金と人材を割り当てます。

主な施策
–  気候変動リスク評価と適応計画を、リスク管理と事業継続計画に統合する
–  気候変動リスクと適応能力を、新規投資、さらに既存プロジェクトの見直しの際の基準と
して捉える

–  全ての管理レベルで気候変動対策の役割と責任を割り当てる
–  適応に関する従業員のスキルと知識を高める
–  経営陣とスタッフの報酬を気候変動戦略の成功につなげる
–  気候変動戦略を成功させるため、資金の配分と技術的専門知識の優先順位を決める

気候変動に関する情報開示を通じて、投資家や顧客の信頼を獲得する

気候変動レポートは、価値創造を推進し、意思決定に必要な情報を提供し持続可能な結果
をもたらす制度、プロセス、および情報を整備するための戦略的な手段となる可能性を秘め
ています。複数の地域で事業を展開する企業は、気候変動リスクと関連する財務的な影響、
およびそれを管理するための措置を開示するよう義務付けられているか、今後義務付けられ
る予定です。

主な施策
–  気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）をはじめ、既存あるいは新規のガイダン
スに沿った気候変動関連情報開示を策定する

実現へのアクション
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CTA（コール・トゥ・アクション）

本白書は、セクターや地域を問わず、全ての企業に対して
適応策への取り組みを奨励しています。

気候変動の影響は現在も生じており、今すぐ企業が二酸化
炭素排出量抑制のアクションを起こさない限り、時間ととも
に悪化する一方でしょう。企業は、気候変動対策に適応策
を取り入れ、緩和策と同様に重視する必要があります。

–  ビジネスケースを利用して、適応策に関する理解を深
め、適応のアプローチを伝える枠組みを提供する。

–  気候変動リスクを管理し、適応に関連した機会を追求
する。

–  コミュニティ、エコシステム（生態系）、経済のレジリエ
ンスの強化を目的とした、幅広い適応策に貢献する。

–  現在広がりを見せる、適応に関するアクションに取り組
む企業のコミュニティに参加する。

企業は今こそ立ち上がり、その役割を果たす必要がありま
す。それは、社会や地球環境のためだけではありません。
現在、そして今後も、企業が成功し、持続可能であるには、
健全な地球環境と社会の繁栄が不可欠なのです。

4
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付録

適応のリスクと機会に対する企業の認識を把握するため、
本レポートでは、カーボン・ディスクロージャー・プロジェ
クト（CDP）が2021年に世界経済フォーラムのパートナー
100社を対象に実施した気候変動に関するアンケート調査
の回答をレビューしました。時価総額での規模、セクター
での位置付け、地理的な位置付け、データの可用性という
3つの主要な基準に基づいて、企業を選出しました。

世界経済フォーラムの産業分類に基づき、16種類のセク
ター（下記参照）を選択し、多様な表現ができるようにし
ました。各セクターで、2022年のフォーブス・グローバル
2000で時価総額が上位にランキングされたフォーラム
パートナーを選定しました。このリストから、2021年の
CDP開示に参加しなかった企業を除外し、同じセクター内
で参加した企業に置き換えました。フォーブス・グローバ
ル2000にリストアップされた企業で、CDPの回答が公開
されている企業が少ない場合は、フォーブス以外の企業か
らも選出しました。

2022年、選出された企業の市場価値を合わせると、約20

兆米ドルになります。同じ年、合計で約8兆米ドルの収益を
上げています。これらの企業は、アジア、アフリカ、北米、南
米、欧州、オーストラリアの6大陸に拠点を構えています。
CDPの対象は、全世界の企業とバリューチェーンです。

16のセクター：

1. 先進製造

2. 航空宇宙

3. 農業、食品、飲料

4. 自動車、新モビリティ

5. 銀行、資本市場、機関投資家、個人投資家

6. 化学、先進材料

7. デジタル通信

8. エネルギー公益事業

9. エネルギー技術

10.健康とヘルスケア

11. IT（情報技術）

12. 保険、資産管理

13. 鉱業、金属

14. 石油・ガス（独立系、大手）、油田サービス

15. 小売、コンシューマー商品、ライフスタイル

16. サプライチェーン、交通・輸送

CDPのウェブサイトに掲載されている以下の質問に対す
る回答から情報を抽出しました。

–  気候変動に関連するリスクと機会を評価しましたか。

–  急性的、および慢性的な物理リスクを特定しましたか。
「はい」と回答した場合、影響の内容を教えてください。
特定したリスクについて報告された財務上の損害額は
いくらになりますか。

–  適応に関連した移行リスク（現行あるいは新規の規制、
テクノロジー、法律、市場、評判に関連する）を特定しま
したか。「はい」と回答した場合、どのような影響があり
ますか。特定されたリスクについて報告された財務上
の損害額はいくらになりますか。

–  適応策に関連する機会を特定しましたか。「はい」と回
答した場合、機会の内容を教えてください。特定したリ
スクについて報告された財務上の損害額はいくらにな
りますか。

リスクの種類と財務的影響に関しては、企業から提供され
た情報を手作業で確認しました。企業から提出された文書
をもとに、回答の一部を修正しました。例えば、海面上昇を
急性的な物理リスクと誤認していた場合は、回答を修正し
ています。適応に関連する機会として汎用的なソリューショ
ンが挙げられている場合は、除外しました。全ての財務数値
（金額）は、2022年9月12日時点のレートで米ドルに換算し
ています。

本分析は、企業の自己申告に基づくものであり、財務的影
響の推定算出に関する標準的な方法は存在しないため、
企業が報告した情報は完全に正確ではない、あるいは比
較できない場合があります。ただし、ここに記載する情報は
リスクと機会の規模を示すものです。
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